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車線規制を伴う工事の広報は看板やWEBサイト等の複数媒体で実施されているが，車両感知器

やETC2.0等のデータでは，媒体ごとの効果を定量的に評価することが困難である． 

本検討は，スマートフォンアプリのPUSH配信という広報媒体に着目し，受信者のプローブ

データ及びアンケート調査を用いて行動変容を分析することで，広報効果を定量的に評価する

手法としての可能性と課題を整理したものである． 
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１．はじめに 
 

(1) 背景 

首都高速道路は1日あたり約100万台の交通が利用

しており，通常時においても慢性的な渋滞が発生し

ている．また，近年は構造物の老朽化が進み，更新

工事や補修工事の必要性が高まっているが，多くの

工事は車線規制を伴うため，工事実施期間中は，交

通容量の低下による渋滞の悪化が懸念されている． 

このため，工事を実施する際には，交通影響の小

さい時期や時間帯の選定，影響の少ない工事手法の

採用といった渋滞緩和策が多面的に検討・実施され

ている．その中でも，利用者に対する広報施策はド

ライバー自身の経路・時間帯の選択を通じて交通流

の分散を促すことが可能であり，重要な対策の一つ

と位置付けられている．とりわけ，都市内高速道路

のように分岐が複雑な箇所においては，広報内容が

適切に伝達され，利用者の行動変容が生じることで，

渋滞回避や広域迂回が促進される可能性がある． 

 

(2) 広報施策の実施・評価の現状 

限られた財源の中で合理的・効果的な広報施策を

実施するためには，各種広報施策の効果を適切に把

握し，より効果の高い広報媒体に重点を置いた施策

を検討すべきである．しかし，表-1に示すとおり，

大規模工事時の広報は複数の媒体で行われることが

一般的であり，車両感知器やETC2.0等のデータから

は個々の広報媒体の効果を定量的に評価することは

非常に困難である． 

表-1 大規模工事時の主な広報施策メニュー 
備考

1 広報看板

2 横断幕

3 道路情報板

4 LED車

5 ポスター

6 リーフレット・チラシ

7 首都高サイト関連（ドライバーズサイト）

8 お客様センター

9 YOUTUBE

10 LINE

11 X（旧Twitter)

12 Instagram

13 スマートニュース

14 NAVITIME

15 LEDビジョン

16 ラジオ

基
本
メ
ニ
ュ
ー

追
加
対
策

広報媒体

大規模工事では
実施が基本

・交通影響が大きい
工事での運用

・新たな対策として
試行的に運用

 
 

これまでに実施されている広報効果の分析・検証

では，アンケート調査により利用者の意見を直接的

に把握する手法が主となっていた．この方法では，

媒体別の「わかりやすさ」や「行動変容のきっか

け」等具体的な情報収集ができる一方，対象者（工

事当日に対象区間を実際に利用しようとした者）の

適切な抽出が困難であるという課題がある． 

 

(3) 本検討の趣旨 

本検討は，広報媒体の効果をより定量的に評価す

る新たな評価手法として，スマートフォンアプリを

用いたPUSH通知型の広報（PUSH配信）に着目し，そ

の受信者における行動変容を位置情報データ等から



  

分析する試みを行ったものである． 

対象としたのは，2024年に首都高速道路中央環状

線（内回り）で実施された車線規制工事（図-1）で

あり，特定ユーザーに対してPUSH通知を配信する広

報を実施した．その後，対象ユーザーの行動履歴

（プローブデータ）分析とアンケート調査を行い，

PUSH通知受信者にみられる行動変容の特徴を多角的

に分析した．併せて，今回のPUSH配信分析を通じて

得られた課題や限界，評価手法としての可能性を整

理し，今後の工事広報の効果検証に向けた技術的視

点を提示することを目的とした． 

 

6号三郷線（上り）
最大渋滞予測：0.2km

（14時台）

中央環状線（内回り）
最大渋滞予測：6.3km

（18時台）

6号向島線（下り）
最大渋滞予測：5.0km

（18時台）

規制区間
中央環状線（内回り）

予測渋滞長

 
図-1 分析対象工事位置図・渋滞予測結果 

 

２．広報施策の実施概要と掲出結果 
 

(1) 広報施策の実施概要 

 本工事では，カーナビゲーションアプリ利用者を

対象に，バナー広告及びPUSH配信を広報施策として

実施した．本サービスでは，ユーザーIDにプローブ

情報が紐づけられており，通常時の利用者行動をも

とに情報提供対象者を抽出でき，また対象者の工事

当日のプローブ情報も分析可能である．各広報施策

の実施概要は表-2に示す．また，広告の配信イメー

ジは図-2，図-3に示す． 

 
表-2 広報施策の実施概要 

項目 実施概要 対象ユーザー 配信日

・ナビタイムのWebやスマートフォンアプリで、工
事当日に利用者が工事実施区間を含むルートの
探索が行われた場合に、工事所情報に関するバ
ナー等を表示し、工事の広報を行う。
・バナー等のリンク先は首都高ドライバーズサイ
トの当該工事特設ページとし、より詳細な情報を
提供することで迂回促進を図る。

PUSH配信

・過去走行履歴より、一定期間中に中央環状線や
小菅周辺を走行した利用者を対象にPUSH配信
（スマートフォン等への通知）し、工事規制区間利
用者へのピンポイントな広報施策とする。

2024年5月31日（金）

アンケート調査
・PUSH配信対象者に対し、工事期間後にWEB
アンケート調査を実施する。

2024年6月10日（月）

バナー広告

ナビタイムアプリ利用
者のうち、2024年3
月・4月の休日に中央
環状線・6号向島線を
実走行した利用者

期間中にナビタイムア
プリ等で中央環状線
を含むルートを検索
した利用者

2024年5月20日（月）～
2024年6月10日（月）

 
 

 
図-2 PUSH配信イメージ画像 

 

 
図-3 バナー広告イメージ画像 

 

(2) 広報掲出結果 

工事実施日と広報配信日を表-3に示す．PUSH配信

の有無による行動の違いを比較するため，PUSH配信

は3回目の工事のみを対象に実施した．配信の結果，

配信数は41,555件，うち1,340件でリンク先の首都

高速道路株式会社のWEBサイトが閲覧（クリック

率：3.2%）されており，並行して実施したバナー広

告のクリック率1.5%の約2倍であったことから，バ

ナー広告と比較して，より直接的かつ即時的な情報

伝達手段として機能する可能性が示された． 

なお，PUSH通知は6/2（日）工事を対象とする予

定で5/31（金）に配信したが，工事は雨天により

6/9（日）に順延となった．工事の順延は前日の6/1

（土）に判断されたが，本PUSH配信サービスは休日

中の配信条件変更が不可であり，かつ顧客サービス

の観点から類似の内容の配信を連続でできないとい

う制約があったため，再配信は断念し，通知内容の

実施日が実際と異なるまま配信されることとなった．

情報の鮮度や即効性が重要なPUSH通知において，配

信タイミングと実施日のずれは効果検証に影響を及

ぼした可能性がある点に留意が必要である． 

情報媒体が多様化する中で，新たな広報施策の検

討は重要であるが，外部のサービスを活用する場合

には，工事実施日の変更等に柔軟に対応できる情報

提供体制の構築が課題となることが確認された． 

 

３．プローブデータを用いた行動変容分析 
 

(1) 分析概要 

当該工事で実施したPUSH配信対象者の固有IDをプ

ローブデータと紐づけることで，PUSH配信対象者に 

 

表-3 工事実施日と広報配信日 

12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月

バナー広告

PUSH配信 ●

工事日 ● ● 中止 ●

5月 6月

 



 

限定したプローブデータの分析を行った．分析項目

は表-4に示すとおりである． 

 
表-4 プローブデータによる分析項目 

番号 分析項目 分析内容

1
工事規制区間
利用台数

工事規制区間の利用台数を日別に比較
することで、PUSH通知の有無による
行動の変化を把握する

2 JCT分合流比率
周辺JCTにおける分合流比率を比較す
ることで、首都高速道路上の経路選択
の変化を把握する

3
広域交通流動

の変化

リンク別のプローブデータサンプル数
を比較することで、広域的な交通流動
の変化を把握する  

 

(2) 工事規制区間の利用台数 

工事規制区間である中央環状線（内回り）小菅

JCT渡り線における日別のプローブデータサンプル

数（表-5）を見ると，車両感知器データに対し，プ

ローブデータのサンプル数は約1.0～1.3%であり，

PUSH配信対象者に限定すると0.5～0.8%であった． 

日別サンプル数の推移（図-4）をみると，いずれ

のデータも渋滞が最も大きかった5/26（日）に観測

量が減少する傾向であり，バナー広告やPUSH配信の

実施有無よりも実際の渋滞規模に応じて変化してい

る可能性が高い．また，車両感知器データは通常日

の62.4％，プローブデータは48.1％（PUSH配信対象

者は44.4％）であり，利用者全体と比較して，PUSH

配信対象者では工事規制区間の利用がより大きく減

少する傾向が見られた．このことから，PUSH配信対

象者は渋滞時に迂回行動を選択しやすい可能性があ

る．ただし，アプリ利用者の属性差が影響している

可能性がある． 

 
表-5 日別プローブデータサンプル数 

5/12（日）
（通常日）

5/19（日）
（工事1日目）

5/26（日）
（工事2日目）

6/9（日）
（工事3日目）

16,173 12,168 10,086 13,346

全体
216

(1.3%)
131

(1.1%)
104

(1.0%)
137

(1.0%)
PUSH通知
対象者のみ

124
(0.8%)

67
(0.6%)

55
(0.5%)

77
(0.6%)

プローブ
データ

（台/12h）

車両感知器データ（台/12h）

※（）は車両感知器データに対する割合  

11.3 27.2 8.4 

100.0%

75.2%

62.4%

82.5%

60.6%

48.1%

63.4%

54.0% 44.4%

62.1%
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比
率 工事渋滞量
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（PUSH配信対象者のみ）

バナー広告

PUSH配信

 
図-4 通常日に対するサンプル数推移 

 

(3) 工事日別のJCT合流比率 

本稿では代表地点として工事規制区間下流側に位

置する江北JCT(図-5)における合流比率の変化を図-

6，図-7に記載した．両データを比較すると，江北

JCT下流側のサンプル数の変化はプローブデータの

方が顕著であり，図-4で示した渋滞規模の変化と概

ね対応している．また，JCTの合流比率は，工事1・

2日目の傾向は両データでほぼ同じだが，最終日

（PUSH配信後）はプローブデータの方が迂回方向か

らの合流比率が大きい傾向が見られており，広報に

よる行動変容の可能性を示す一例と考えられる． 

 

 

規制区間 

工事渋滞区間 

合流比分析地点 
 

図-5 JCT合流比率分析対象地点 
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図-6 江北JCT迂回方向からの合流比率(プローブデータ) 
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図-7 江北JCT迂回方向からの合流比率(車両感知器) 

 

(4) 広域交通流動の変化（PUSH配信対象者のプロー

ブデータ分析） 

通常日と工事3日目（PUSH配信あり）の比較では，

工事区間前後リンクのサンプル数が大きく減少し，

5号池袋線（下）のサンプル数が増加している．こ

れは，工事区間から川口線（下）を経て東北道・関

越道方面に向かう交通等が5号池袋線（下）へと迂

回したためと考えられる（図-8）． 
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図-8 プローブデータサンプル数のリンク別増減 

（工事3日目と通常日との差分） 
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図-9 プローブデータサンプル数のリンク別増減 

（工事3日目と工事1日目との差分） 

 

また，工事1日目（PUSH配信なし）と工事3日目

（PUSH配信あり）の比較では，中央環状線（外）か

ら5号池袋線（下）にかけての広域的な迂回経路の

サンプル数が増加しており，母数は少ないものの，

PUSH配信後の工事日において広域迂回行動を示すサ

ンプルの増加が確認された（図-9）． 

 

４．工事情報の発信に関するアンケート調査 
 アンケート調査結果の全15問のうち，特徴的な結

果が得られた項目を抜粋した．図-10及び図-11では，

同年実施された別工事のアンケート結果と比較した． 

 工事の認知状況（図-10）を見ると，同年別工事 

で「工事を知らなかった」と回答した人が86%で

あったのに対し，本調査では51%と広報効果を把握

するための調査として抽出率が大きく向上している

ことがうかがえる．一方で，工事当日の利用予定

（図-11）を見ると，当日予定ありと回答した人は

23%にとどまっている．このことから，PUSH配信対

象者へのアンケート調査により工事広報を認知する

者の抽出精度は従来調査より改善した一方で，実際

の工事の影響を受ける可能性が高い利用者をより的

確に抽出する余地が残されている．そのため，今後

は過去の走行履歴だけでなく，利用者属性や利用頻

度，走行時間帯等の条件も考慮した対象者抽出が有

効と考えられる． 

なお，工事広報に適した媒体に対する回答（図-

12）では，PUSH配信が有効であるという回答が全体

の76%を占める結果となった．本調査はPUSH配信利

用者を対象としているため，PUSH配信を肯定的に評

価する回答が多くなる可能性があり，回答バイアス

に留意する必要がある． 

 

５．結論と今後の展望 
本検討では，スマートフォンPUSH配信による工事

広報の効果を，プローブデータとアンケートの双方

から評価した．得られたサンプル数や比較条件には

制約があるものの，分析の結果，PUSH配信対象者の

一部に，工事区間の回避や広域迂回とみられる行動

の変化が確認され，工事広報媒体としての有効性が

示唆された． 
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図-10 アンケート調査①「工事実施を知っていたか」 
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図-11 アンケート調査②「工事当日の利用予定」 
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図-12 アンケート調査③「工事広報に適した媒体」 

 

本手法は，従来の車両感知器データのみでは把握

が困難であった，特定の広報情報を受け取った利用

者の行動を直接分析できる点に特徴がある．特に，

個々の利用者の経路選択や広域迂回の状況を把握で

きるため，広報施策ごとの効果を検証するための基

礎的な手法として活用できる可能性がある．また，

配信対象者と非配信対象者を同一条件下で比較でき

る調査設計を行うことで，PUSH配信による効果をよ

り明確に把握できると考えられる． 

今後，外部提携を伴う情報発信においては，工事

実施可否や直前変更にも柔軟に対応できるよう，関

係事業者との連携を含めた情報提供体制の構築が重

要である．また，広報施策を定量的に評価していく

ためには，分析に十分なサンプル数を確保できる仕

組みの整備が必要である．特定媒体の利用者に限定

されたデータのみでは，広報による効果と利用者属

性による差を明確に区別することが難しく，評価結

果の一般化には一定の制約がある．このため，配信

対象者の拡張や，匿名化された行動履歴の継続的取

得，多種類のプローブデータの複合的活用といった

データ取得手段の多様化も含め，これらのデータ取

得手段を組み合わせ，広報効果をより精度よく定量

評価できる手法を構築することが今後の課題である． 
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